
 

第 7 2 期 貸 借 対 照 表 

（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

工 事 未 払 金 

短 期 借 入 金 

社債（1 年以内償還予定）  

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 成 工事受入金 

完成工事補償引当金 

そ の 他流動負債 

固 定 負 債 

社 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給付引当金 

役員退職慰労引当金 

そ の 他固定負債 

 

1 3 8 , 8 8 2 

2 2 , 4 9 5 

3 0 , 4 4 2 

2 0 , 1 4 1 

3 , 9 6 0 

3 , 1 2 7 

2 5 0 

5 7 , 4 0 4 

1 8 9 

8 7 1 

5 2 , 6 0 7 

4 , 5 6 0 

3 4 , 1 6 0 

1 , 2 3 6 

9 , 8 6 4 

2 7 7 

2 , 5 0 9 

負 債 合 計 1 9 1 , 4 9 0 

資 本 の 部 

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

固定資産圧縮準備金 

別 途 積 立 金 

当 期 未処分利益 

〔 当 期 損 失 〕 

株 式 等 評 価 差 額 金 

自 己 株 式 

3 , 6 9 5 

5 2 2 

5 2 2 

1 6 , 5 3 0 

9 2 3 

1 5 , 0 6 8 

5 2 0 

1 4 , 5 4 8 

5 3 8 

〔   7 9 8〕

6 , 1 1 1 

△ 2 

 

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

完成工事未収入金 

有 価 証 券 

販 売 用 不 動 産 

未 成 工事支出金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 ･ 構 築 物 

機 械 ･ 運 搬 具 

工 具 器 具 ･ 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

投   資   等 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

長期営業外未収入金 

破産債権､更生債権等 

そ の 他 投 資 等 

貸 倒 引 当 金 

 

1 6 5 , 8 6 4 

3 1 , 6 0 3 

9 , 2 7 5 

4 3 , 1 7 3 

3 4 9 

3 , 8 9 4 

7 4 , 2 8 5 

6 8 4 

3 , 0 1 9 

△ 4 2 2 

5 2 , 4 8 4 

1 9 , 9 3 8 

6 , 1 5 2 

4 2 

6 1 2 

1 3 , 1 2 7 

3 

5 4 

3 2 , 4 9 0 

2 6 , 5 2 3 

6 , 7 0 8 

2 , 1 0 8 

3 0 

2 , 5 9 3 

△ 5 , 4 7 4 

 

資 本 合 計 2 6 , 8 5 8 

資 産 合 計 2 1 8 , 3 4 8 負 債・資 本 合 計 2 1 8 , 3 4 8 

 



 

 

（注）１．重要な会計方針 

（１）資産の評価の方法 

① 満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）により、子会社株式は移動平均法による

原価法によっております。また、その他有価証券のうち時価のあるものについては、

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）により、時価のないものは移動平均法による原価法に

よっております。 

② たな卸資産の評価については、販売用不動産および未成工事支出金は個別法による原

価法によっております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産の減価償却の方法は定率法（但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した

建物（附属設備を除く）については定額法）によっております。 

② 無形固定資産のうち、自社利用のソフトウエアの減価償却の方法については、社内に

おける利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

（３）重要な引当金の計上の方法 

① 貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

② 完成工事補償引当金は、完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期の完成工

事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。 

③ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異は、当期末時点で当期の

勤務費用を計算する方法によっているため生じておりません。 

④ 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規

に基づく期末要支給額の 100％を計上しております。なお、役員退職慰労金に対する

引当額は、商法第 287 条ノ 2に規定する引当金であります。 

（４）その他の重要な会計方針 

① リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

② 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等は当

期の期間費用としております。 

③ 自己株式および法定準備金の取崩等に関する会計基準は、「自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1号）が平成 14 年 4 月 1 日以後に適用

されることになったことに伴い、当期から同会計基準によっております。これによる

当期の損益に与える影響は軽微であります。 

④ 1 株当たり情報は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第 2号）

および「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 4号）が平成 14 年 4 月 1 日以後開始する事業年度に係る財務諸表から適用され

ることになったことに伴い、当期から同会計基準および適用指針によっております。

なお、これによる影響は軽微であります。 



 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額                9 , 2 3 9 百万円 

３．子会社に対する長期金銭債権                    2 3 百万円 

４．商法第 290 条第 1項第 6号に規定する純資産額         6 , 1 1 1 百万円 
５．担保に供している資産 

投資有価証券                         1 0 0 百万円 

長期貸付金                        6 , 4 3 3 百万円 

６．保証債務額                           3 3 3 百万円 

７．受取手形割引高                          2 4 百万円 

８．税効果会計関係 

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰 延 税 金 資 産  

貸倒引当金損金算入限度超過額  2 , 3 4 0 百万円

た な 卸 資 産 評 価 損  3 , 9 7 3 百万円

固 定 資 産 土 地 評 価 損  3 , 5 3 8 百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額  3 , 0 4 1 百万円

そ の 他  3 , 8 9 1 百万円

繰  延  税  金  資  産  小  計  1 6 , 7 8 5 百万円

評 価 性 引 当 額  △ 1 2 , 6 3 9 百万円

繰  延  税  金  資  産  合  計  4 , 1 4 5 百万円

繰 延 税 金 負 債  

株 式 等 評 価 差 額 金  △   4 , 3 8 2 百万円

固 定 資 産 圧 縮 準 備 金  △       3 1 4 百万円

繰  延  税  金  負  債  小  計  △   4 , 6 9 7 百万円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額  △       5 5 1 百万円

９．1株当たりの当期損失                        1 0 円 8 6 銭 

１０．記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 7 2 期 損 益 計 算 書 

自 平 成 1 4 年 4 月   1 日 
（ 
至 平 成 1 5 年 3 月 3 1 日 

） 

（単位：百万円） 

 
 
 

 
2 0 4 , 6 5 6 
1 3 , 6 4 0 

 
1 9 3 , 3 7 2 
1 2 , 4 5 7 

 
 
 
 
 

2 1 8 , 2 9 7 
 
 

2 0 5 , 8 2 9 

 
経 常 損 益 の 部 
営 業 損 益  
売  上  高 
完 成 工 事 高 
不 動産事業等売上 高 
売  上  原  価 
完 成 工 事 原 価 
不動産事業等売上原価 
売 上 総 利 益 
完 成 工 事 総 利 益 
不 動産事業等総利 益 

 
1 1 , 2 8 4 
1 , 1 8 3 

 
 

1 2 , 4 6 7 
1 0 , 2 2 5  

 
 
 

1 , 0 8 6 
2 8 6 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 
営 業 利 益 

営 業 外 損 益 
営 業 外 収 益 
受 取 利 息 配 当 金 
そ の 他 営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用 
支 払 利 息 
そ の 他 営 業 外 費 用 

 
1 , 2 2 7 
3 0 7 

2 , 2 4 2 
 
 
 

1 , 3 7 3 
 
 

1 , 5 3 4 
2 , 0 8 0  

 
 
 
1 6 0 
9 8 5 
2 6 2 

経 常 利 益 
 
特 別 損 益 の 部 
特 別 利 益 
前 期 損 益 修 正 益 
固 定 資 産 売 却 益 
そ の 他 特 別 利 益 

特 別 損 失 
前 期 損 益 修 正 損 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
販 売用不動産評価 損 
固 定資産土地評価 損 
投 資有価証券評価 損 
そ の 他 特 別 損 失 

 

1 3 
7 8 7 
2 1 
2 6 6 
2 , 3 8 0 
7 7 

 
 
 
 
 

1 , 4 0 8 
 

 
 
 
 
 

3 , 5 4 5 
 

3 0 9 
4 3 2 

5 6 
 

7 4 2 
7 9 8 

1 , 3 3 7 
5 3 8 

税 引 前 当 期 損 失 
法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 
当 期 損 失 
前 期 繰 越 利 益 
当 期 未 処 分 利 益 

 

 

（注）１．完成工事高の計上は工事完成基準によっております。 

２．子会社からの仕入高                     5 5 百万円 

３．子会社との営業取引以外の取引高                2 百万円 

４．記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 


